
（ 回答組合数：３０７ ）

問１　昨今の物価上昇を受けて、貴組合ではどのような対応をしましたか。【あてはまるもの全て】

①

②

③

④

⑤

⑥

問２　2023年春季交渉において、どのように要求額を決定しましたか。【あてはまるもの全て】

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

問３　（１）2023年春季交渉においてベースアップを要求しましたか。【択一】

①

②

③

④

〔問３（１）について①を選択された方に質問です。〕

問３　（２）あてはまるものを選んでください。【択一】

①

②

③

④

⑤

その他 11 4.1%

無回答 2 0.7%

社会経済情勢等によって要求する年としない年がある 94 34.8%

今回初めて要求した 4 1.5%

（％）は回答組合数２７０に対する割合 (件） （％）

毎年要求している 159 58.9%

その他 7 2.3%

無回答 1 0.3%

要求した 270 87.9%

要求しなかった　 29 9.4%

無回答 0 0.0%

（％）は回答組合数３０７に対する割合 (件） （％）

上部団体の方針を反映した 156 50.8%

その他 20 6.5%

物価の上昇を考慮した 200 65.1%

政府の要請を意識した 49 16.0%

同業他社（自社と同規模の企業）の動向を参考にした　 60 19.5%

組合員の意向を反映した 160 52.1%

前年の要求額と同水準とした 32 10.4%

同業他社（大手企業）の動向を参考にした 64 20.8%

無回答 1 0.3%

（％）は回答組合数３０７に対する割合 (件） （％）

現時点では特別な対応をしていない 22 7.2%

その他 22 7.2%

例年以上の一時金（賞与）の引上げを求めた 43 14.0%

「インフレ手当」、「物価上昇一時金」などの支給を求めた 43 14.0%

2023年　春季賃上げ要求・妥結状況調査　付帯調査結果
（労働組合の賃上げに向けた取組に関する調査）

（％）は回答組合数３０７に対する割合 (件） （％）

例年以上のベースアップを求めた（初めてベースアップを要求した場合を含む） 246 80.1%

　物価の上昇が続き、実質賃金が低下するなか、労働組合が賃上げに向けてどのように取り組んでいるか
を調査するため、東京都では、春季賃上げ要求・妥結状況調査の付帯調査として、「労働組合の賃上げに
向けた取組に関する調査」を実施しました。



 
 
 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

〔問５については正社員以外の従業員の賃上げに関する要求についてご回答ください。〕

問５　（１）正社員以外の従業員について、あてはまるものを選んでください。【択一】

①

②

③

④

〔問５（１）について①又は②を選択された方に質問です。〕

問５　（２）2023年春季交渉において、正社員以外の従業員の賃上げを要求しましたか。【択一】

①

②

③

〔問５（２）について①を選択された方に質問です。〕

問５　（３）いつから要求していますか。【択一】

①

②

③

④

注　 構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。

問４　2023年春季交渉において、正社員の賃上げ以外に重点をおいた項目を3つ以内で選んでください。

（％）は回答組合数３０７に対する割合 (件） （％）

正社員の賃金制度の維持・改善 141 45.9%

正社員の雇用の維持 40 13.0%

正社員以外の従業員の労働条件の向上 70 22.8%

正社員以外の従業員の雇用の維持・安定化（正社員化、無期転換等） 16 5.2%

長時間労働の是正 64 20.8%

休日・休暇の充実 58 18.9%

育児・介護休業制度の整備・改善 53 17.3%

安全衛生対策の推進 16 5.2%

ハラスメント対策の推進 21 6.8%

男女間賃金格差の是正 4 1.3%

能力開発に関する機会の拡大 15 4.9%

定年引上げや定年後（継続雇用、再雇用等）の労働条件の改善 56 18.2%

その他 50 16.3%

無回答 18 5.9%

（％）は回答組合数３０７に対する割合 (件） （％）

社内に正社員以外の従業員がいて、組合に加入している者もいる 96 31.3%

社内に正社員以外の従業員がいるが、組合に加入している者はいない 187 60.9%

社内に正社員以外の従業員はいない 18 5.9%

無回答 6 2.0%

（％）は回答組合数２８３に対する割合 (件） （％）

要求した 99 35.0%

要求しなかった 184 65.0%

無回答 0 0.0%

（％）は回答組合数９９に対する割合 (件） （％）

2021年以前から 89 89.9%

無回答 1 1.0%

2022年から 3 3.0%

今回が初めて 6 6.1%

 
 


	(令和5年6月29日現在)

